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論　説

コンビニ・フランチャイズ契約における
情報開示と独占禁止法

若　 林　 亜 理 砂

　　　Ⅰ　はじめに
　　　Ⅱ　問題の所在
　　　Ⅲ　コンビニのロイヤルティ算定に関する情報開示をめぐる裁判例
　　　Ⅳ　情報提供の適切性・十分性と独占禁止法
　　　Ⅴ　結びに変えて

Ⅰ　はじめに
　コンビニエンスストア（以下、「コンビニ」）は私たちの生活に利便性の観点
から欠かせないものとなったといって良い。平成23年 3月11日に発生した東日
本大震災の際には、特に首都圏の多くの人々が帰宅困難となったが、その際に
24時間営業の多数のコンビニが人々の緊急時の商品調達先ともなり、また、数々
の無料のサービスを行ったことでも話題となった。また、東北地方においては
震災後の早い段階から営業を始めており、緊急時対応の観点からも日本社会に
とって必要な存在となったと言えるだろう。
　コンビニも採用するフランチャイズシステムとは一般的に、統一的な商標等
の下にフランチャイザー（以下、「ザー」）がフランチャイジー（以下、「ジー」）
に対して統一的なビジネスフォーマットに従い随時指導・アドバイスを行い、
これに対しジーがフランチャイズ料等の支払いをザーに対して行う事業形態を
意味する（1）。

（1）　「フランチャイズ」は、統一商標の下にフランチャイザーの商品をフランチャ
イジーが販売する商標型フランチャイズと、ファーストフードやコンビニを典
型とする、商標を使用するのみならず、フランチャイザーが開発したビジネス
の方法・ノウハウに従ってフランチャイジーが店舗経営を行うビジネス・フォー
マット型フランチャイズに一般的に分類される（川越憲治「フランチャイズの
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　日本で最初にコンビニ事業を開始したのはセブン-イレブン・ジャパン（以
下、「セブンイレブン」）であると言われており、他のコンビニ事業者もセブン
イレブンに類似したビジネスモデルを採用していると指摘されているので、セ
ブンイレブンのフランチャイズ事業の概要を最初に確認しておく。後述するセ
ブンイレブンに対する公正取引委員会の排除措置命令では以下のように認定さ
れている。セブンイレブンは加盟者との間で、商標等に関する統制や加盟店の
経営への指導・援助について規定する加盟店基本契約（以下、「基本契約」）を
締結している。基本契約の形態には自ら用意した店舗で経営を行うAタイプと
セブンイレブンが用意した店舗で経営を行うCタイプがある。基本契約の契約
期間は15年であり、当該期間満了までに延長又は契約更新について当事者間で
合意することがなければ終了するとされている。Aタイプの契約を締結した加
盟者は、当該契約終了後 1年間は他のコンビニチェーンに加盟することができ
ず、Cタイプの契約を締結した加盟者は、契約終了後直ちに店舗をセブンイレ
ブンに返還するとされている。セブンイレブンは、推奨商品及びその仕入れ先
を加盟者に提示しており、加盟者が推奨商品を当該仕入れ先から仕入れる場合
には、セブンイレブンのシステムを用いて発注、仕入れ、代金決済等の手続き
が簡便にできることから、加盟店における販売商品のほとんどが推奨商品であ
る。セブンイレブンは加盟店所在地区に経営相談員を配置し、指導員は加盟者
に対し加盟店の経営に関する指導、援助等を行っており、加盟者はこれに基づ
いて経営を行っている。
　このように、コンビニをはじめとするフランチャイズシステムにおいては、
ジーには通常一定額の投資が必要であり、また、ザーのビジネスモデルに従っ
て経営を行うため多くの契約条件・マニュアル等に基づきザーの指導を受ける
ことができるが、それは反面活動の制約が課されることも意味する。コンビニ
の場合も、自ら店舗を用意しないタイプの契約であっても、かなりの投資が
必要であり、また契約期間も長期でかつ契約打ち切りにともなう違約金がかな
りの額課されることも多いことから、経営がジーの思うようにいかない場合で
あってもなかなか事業活動をやめることができないと言われている。従って、

定義（上）」NBL300号71頁）。本稿で問題となるのは後者であり、それを前提と
して論じる。
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まずは契約関係に入る前の加盟店希望者に対する情報開示が十分に行われ、か
つ希望者がそれを適切に理解した上で契約を行うことが非常に重要となる。
　本稿はこのコンビニにおける情報開示の問題、特にロイヤルティ算定に関す
る情報開示に焦点をあて、独占禁止法上の観点から検討することを目的とする（2）。
まずは、ロイヤルティ算定に関する情報開示についての問題の所在について明
らかにしたのち、ロイヤルティ算定をめぐる裁判例を概観する。これらはいず
れも民法上の争点が取り上げられた事例であるが、これらを手がかりに、独占
禁止法上の問題を検討することとしたい。

Ⅱ　問題の所在
　上記のように、わが国におけるコンビニ 1号店の開店から35年以上経過し、
一般消費者の生活にとってなくてはならない存在となっているが、他方で、コ
ンビニの本部とオーナーとの間の関係に着目するといまだに問題も多く残って
いるといえる。平成21年 6月22日には公正取引委員会によりセブンイレブンに
対して排除措置命令が下されている（3）。フランチャイズ本部と各店舗オーナー
との関係については独占禁止法上も多くの点で問題となる可能性があることは
かねてから指摘がなされてきたが（4）、本排除措置命令は、フランチャイズ本部
とオーナーとの関係をめぐり初めて独占禁止法違反の判断が下された事例であ
る。
　この事例の概略は以下の通りである。ザーであるセブンイレブンは、加盟店
に購入・販売を推奨する商品のうちお弁当などデイリー商品（品質が劣化しや
すい食品及び飲料で毎日納品されるもの）について、メーカー消費期限・賞味
期限より前に独自の販売期限を設けていたが、基本契約等により、加盟店は当
該販売期限を経過したデイリー商品についてはすべて廃棄することとされてい

（2）金井高志「フランチャイズ契約締結段階における情報開示義務――独占禁止法，
中小小売商業振興法及び「契約締結上の過失」を中心として」判タ851号40頁、
半田吉信「フランチャイザーの情報提供義務」千葉大学法学論集20巻 2 号 1 頁、
小塚荘一郎「フランチャイズ契約と説明義務」判タ臨時増刊1178号171頁、大山
盛義「フランチャイズ契約締結過程における情報提供義務」 沖縄法学34巻177頁
など。

（3）公取委排除措置命令平成21・6・22
（4）例えば、本間重紀編『コンビニの光と影』花伝社（1999）278頁以下。
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た。セブンイレブンと加盟店との間の基本契約において、加盟者は自らの店舗
で販売する商品の販売価格を自らの判断で決定することとされていた。セブン
イレブンは、かねてからデイリー商品は推奨価格で販売すべきことにつき従業
員に対し周知徹底をはかっており、加盟店で廃棄された商品の原価相当額の全
額が加盟者の負担となる仕組みの元で、販売期限が迫っている商品につき値引
き価格で販売する行為（以下、「見切り販売」）を加盟者が行わないように地
域の経営相談員を通じて指導をし、それにもかかわらず加盟者が見切り販売を
やめないときは、基本契約の解除等の不利益な取り扱いをする旨を示唆するな
どの行為により、加盟者に対し見切り販売の取りやめを余儀なくさせた。本部
と加盟店の間には企業規模の違いがあったこと、推奨商品及びその仕入れ先を
加盟者に提示しており、加盟者が推奨商品を当該仕入れ先から仕入れる場合に
は、セブンイレブンのシステムを用いて発注、仕入れ、代金決済等の手続きが
簡便にできることから、加盟店における販売商品のほとんどが推奨商品である
こと、セブンイレブンが各地区に配置する経営相談員により加盟店の経営に対
する指導、援助等を行っている等の事情により、加盟者にとってはセブンイレ
ブンとの取引を継続することができなくなれば事業経営上大きな支障を来すこ
ととなり、このため、加盟者は、セブンイレブンからの要請に従わざるを得な
い立場にあった。このように加盟者に対し取引上優越した立場にあるセブンイ
レブンが、上記行為により、加盟者自身の合理的判断に基づき廃棄に係るデイ
リー商品の原価相当額の負担を軽減する機会を失わせていたことが優越的地位
の濫用にあるとされた（5）。
　この審決において公正取引委員会は、優越的地位にあるセブンイレブンが、
「加盟店で廃棄された商品の原価相当額の全額が加盟者の負担となる仕組みの
元で」見切り販売を制限し加盟店の負担軽減機会を不当に制限したことが問題
であるとしている。この、「加盟店の負担」というのは、 2つの意味での負担

（5）本件の評釈は多くあるが、例えば、川浜昇「セブン-イレブン・ジャパン優越感
地位の濫用事件」平成21年度重要判例解説（ジュリスト臨時増刊1398号）（2010）
287頁、平林英勝「コンビニ・フランチャイズ本部による見切り販売の制限が優
越的地位の濫用に該当するとされた事例」ジュリスト1384号（2009）100頁、拙
稿「コンビニエンスストア本部による加盟店への優越的地位の濫用事件」公正
取引709号 2 頁（2009）を参照。
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を含んでいる。公正取引委員会は 2つの負担を区別して述べているわけでは必
ずしもないが、第一の負担として審決の言葉を借りれば、「加盟店で廃棄され
た商品の原価相当額は基本契約に基づき加盟者が全額負担することとされてい
る」ことが挙げられる。第二の負担としては「セブンイレブンが加盟者から収
受しているロイヤルティの額について、加盟店で販売された商品の売上額から
当該商品の原価相当額を差し引いた額（以下、「売上総利益」）に一定の率を乗
じて算定することとし、ロイヤルティの額が加盟店で廃棄された商品の原価相
当額の多寡に左右されない方式を採用している」ことが挙げられる。廃棄商品
の原価分について小売店がそのリスクを負うことは通常の商慣習でも見られる
ことであり、それ自体必ずしも問題であるとは言えないが、第二の負担につい
ては様々な点で問題が指摘されている。
　この第二の負担についてもう少し具体的に述べると、コンビニの場合、ロイ
ヤルティは一般的に利益に一定率（チャージ率）を乗ずることにより算出され
る場合が多い。この利益をどのように算定するかであるが、セブンイレブンで
は、ロイヤルティの算定の元となる「売上総利益」は、売上合計から仕入原価
を減じるだけではなく、廃棄することにより売れなかった分（廃棄ロス）と万
引き等の原因により棚卸しの際勘定が合わなかった分（棚卸しロス）が加算さ
れたものである。すなわち以下のようになる。

　これは、廃棄ロス及び棚卸しロスは「売れたもの」としてロイヤルティがか
かることを意味していると言われる（6）。このロイヤルティ算定方法については、
それ自体が問題であるとの批判もある。
　小売商業におけるフランチャイズについては、中小小売商業振興法11条によ
り、本部に対して一定の事項について情報開示・説明義務が課されており、一
定の事項として同条の 1号から 5号には、加盟料や販売条件・経営指導・商標・

（6）本間編・前掲注（4）  8 頁。

ロイヤルティ＝売上総利益×チャージ率
『売上総利益』＝売上合計－仕入原価＋廃棄ロス＋棚卸ロス＋ 仕入値引高
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契約期間や更新及び解除が例示されている。その他、同条 6号には「前各号に
掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項」とされており、当該事項とし
て、中小小売商業振興法施行規則11条には、「加盟者から定期的に徴収する金
銭に関する事項」が挙げられており、「徴収する金銭の額又は算定に用いる売上、
費用等の根拠を明らかにした算定方法」「商号使用料、経営指導料その他の徴
収する金銭の性質」「徴収の時期」「徴収の方法」が内容として列挙されている
が、具体的にどのように、また、どの程度まで表示すべきであるかは明らかで
はない。
　判例においては、ロイヤルティの算定方法が公序良俗に反して不当であると
加盟店側から主張されたものがあるが、いずれもこの主張を認めていない（7）。
このほか、算定方法についてはその情報開示をめぐる論点が主張される場合が
多いが、それは以下のようなものである。通常の企業会計実務では、大企業の
場合を含めて棚卸しロスなどは当然に事業者（加盟店）の売上原価を構成する
ものとされる。特にコンビニで問題となる中小企業の企業会計は税務会計（税
法に基づく会計）である。税務会計では、各事業者（各加盟店）について期末
に実地棚卸しが行われ、この実地棚卸しに基づいて売上原価が計算されること
になっている。このような通常の会計とは異なる方法をとっている以上、本部
により当然事前に開示されるべき情報に含まれる。このような前提に基づく訴
えである。これまでにコンビニにおけるこの会計方法をめぐる問題が争点とさ
れた判例は、多くが民法上の訴えであるが、まずこれらを概観する。

Ⅲ　コンビニのロイヤルティ算定に関する情報開示をめぐる裁判例
１　不当利得返還請求事件最高裁判決（8）

　本件は、セブンイレブンの加盟店主であった被上告人が、契約上チャージ金
額の算定の基礎となる売上高から控除されるべき費目（＝廃棄ロス原価及び棚

（7）例えば、大阪地判平成8･2･19判タ915号131頁、千葉地判平成13･7･5判時1778号98
頁等。これらの判決においてコンビニのロイヤルティ算定方法が不当とは言え
ないとされた理由としては、廃棄・棚卸ロスはジーの側でコントロールできる
ものであること、売上高を過小報告することによりジーがロイヤルティを減少
させることを抑止するために当該方法が合理的であること、などが挙げられて
いる。

（8）最判平成19・6・11民集224号521頁。
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卸しロス原価）が控除されていなかったために、その分のチャージ相当分を本
部が法律上の原因なく利得したこととなるとして、不当利得及び遅延損害金の
支払いを求めて本部を提訴した事例である（9）。本件における争点は契約におけ
る「売上総利益」の解釈であるが、この売上総利益が廃棄・棚卸ロスを含まな
いものであることを主張する過程で、この算定方法に関する事前の情報開示に
ついても主張されており、また、ロイヤルティの算定方法をめぐり最高裁判所
で初めて判断された事例として重要である。原告は、経営委託説明会、面接、
経営委託による店舗運営の経研等の過程を経て、平成 7年 3月 1日、本部との
間で加盟店基本契約を締結している。当該契約書の40条には、チャージの算定
方法について、「セブンイレブン店経営に関する対価として、各会計期間ごとに、
その末日に、売上総利益（売上高から売上商品原価を差し引いたもの。）付属
明細書（ニ）の第 3項に定める率を乗じた額」を支払うとされていた。
　原審は、被上告人の主張を一部認容し不当利得を認めたが、その根拠として
次のように述べる。「企業会計原則では、売上総利益は売上高から売上原価を
控除したものをいうところ、本件契約においても、売上総利益は売上高から売
上商品原価を指したものとされているから、本件条項所定の「売上商品原価」
の文言は、企業会計原則に言う売上原価と同義のものと解するのが合理的であ
る」。また、この算定方法が企業会計上一般に採られている原価方式とは異な
るものであるから、契約の条項において上告人方式によることが明記されてい
ない以上、「売上商品原価」は、一般に理解されているとおり、廃棄ロス原価
及び棚卸ロス原価を含む「売上原価」を意味するものと解するのが相当である。
また、契約締結の経緯等に照らし、被上告人が上告人方式によるチャージ算定
方法を理解していたとも思われないので、被上告人と上告人との間にはチャー
ジ算定方式を上告人方式とすることに意思の合致があったとは認められない。
　これに対して、最高裁判所は以下のような理由から原審の判断を覆した。契

（9）本件の評釈として、木村義和「コンビニ・フランチャイズ契約におけるチャージ
算定方式と廃棄ロス（民事判例研究）」法律時報82巻 7 号100頁、舩津浩司「フ
ランチャイズ契約の対価の算定方法が争われた事例――最二小判平成19・6・
11」ジュリスト1399号158頁、伊藤雄司「加盟店の負担するチャージ計算におけ
る商品廃棄ロス等の算入の可否」商法(総則・商行為)判例百選［第 5版］128頁 
等がある。
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約書の文言については、「売上商品原価」という文言は、実際に売り上げた商
品の原価（＝廃棄ロス分及び棚卸しロス分を含まない）を意味するものと解さ
れる余地が十分にあり、企業会計上一般に言われている売上原価を意味するも
のと即断することができない。契約書18条 1項に引用される付属明細書には廃
棄ロス分及び棚卸ロス分は営業費となることが定められている上、本件契約が
締結される前に、上告人の社員である担当者が被上告人に対し、廃棄ロス原価
及び棚卸しロス原価をそれぞれ営業費として会計処理すべきこと、それらは加
盟店経営者の負担であることを説明していたことは、チャージの算定方式が上
告人方式であることと整合する。また、被上告人が契約締結前に店舗の経営委
託を受けていた期間中店舗に備え付けられていたシステムマニュアルには、「売
上総利益」は売上高から「純売上原価」を差し引いたものであること、「純売
上原価」は「総売上原価」から「仕入値引高」、「商品廃棄等」及び「棚卸増減」
を差し引いて計算されることが記載されており、これら契約の締結に至る経緯
等の事情も含めて総合的に判断すると、本件「総売上原価」は、廃棄ロス原価
及び棚卸ロス原価を含まないと解するのが相当である。
　上記のように、本件はチャージ率算定についての情報開示の十分性について
争われた事例ではないが、この点は、本件結論を導く前提となっている。被上
告人は、チャージ率算定方法についての説明が十分になされなかったことを前
提として、このチャージ算定方法が一般的な企業会計上に言われる売上原価を
意味するものと主張した。これに対して、最高裁判所は、本部の算定方法は企
業会計上一般に意味するものであるとは文言上は即断できないとした上で、他
の条項との整合性及び契約締結に至る経緯を総合的に考慮して、本件契約上の
総売上原価は上告人が主張するものであると判断している。最高裁判所は、文
言上の解釈について当事者の主張するいずれにも判断できる状況において、他
の条項との整合性に加え、契約締結前のトレーニング中に被上告人がアクセス
可能であったマニュアルに「売上総利益」の内容が記載されていたことも根拠
とした上で、両者の合意の対象としての「総売上原価」は上告人が主張したも
のであると判断している。
　確かに、他の条項との整合性等を重視した場合、最高裁判所の判断するよう
に契約中の「売上総利益」を廃棄ロス及び棚卸ロスも含むものとして解するこ
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とが妥当なのかもしれない（10）。しかしながら、それを加盟希望者が事前に十分
に理解できる状況であったのかについては疑問が残る。最高裁判所は上記のよ
うにトレーニング期間である委託運営中にマニュアルにアクセスできた点を認
定しているが、経営の素人である加盟希望者が、全く初めての業務を行う期間
中に非常に大部のマニュアルを業務を行いながら実際にじっくりと読むことが
できるような時間及び余裕があるといえるかは疑問である（11）。
　本部が契約において不明確な規定をおこなう点については、今井功裁判官及
び中川了滋裁判官による補足意見により批判されている。補足意見によれば、
契約中「売上商品原価」についての定義はないが、チャージがいかに算定され
るかについては、加盟者の関心の最も強いところであり、明確に認識できるよ
うな規定であることが望ましく、またそれは可能である。「加盟店の多くは個
人商店であり、上告人と加盟店の間の企業会計に関する知識、経験に著しい較
差があることを考慮すれば、詳細かつ大部な付属明細書やマニュアルの記載を
参照しなければ契約条項の意味が明確にならないというのは、不適切である
と言わざるを得ない」。また、補足意見は、その説明についても批判的である。
同意見は、「上告に担当者から明確な説明があればまだしも、廃棄ロスや棚卸
ロスについてチャージがなされる旨の直接の説明はなく、これが営業費に含ま
れ、かつ、営業費は加盟店の負担となるとの間接的な説明があったにすぎない
というのである」と述べている。

２　損害賠償請求事件福岡地裁判決（12）

　本件は、セブンイレブンの加盟店であった原告が、ザーである被告セブンイ
レブンに対し、①競合店を出店させたことが債務不履行及び不法行為に当たる、
②ロイヤルティの算定に関する説明を怠ったことが債務不履行及び不法行為に

（10）最高裁の解釈は、先例の解釈方法（最判51・7・19裁判時報696号 1 頁）と整合
しており一般論としては判例で承認されていると指摘されている。舩津・前掲
注（9）160頁。

（11）後述の福岡地裁判決では、トレーニングにおいてマニュアルを用いた説明がな
かったこと、マニュアルが大部にわたるもので加盟店がこれを精読することは
期待できず、店舗を経営する中で疑問が生じたときに参照するにすぎないと考
えられる、と述べられている。

（12）福岡地判平成23・9・15判時2133号80頁。　
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当たる、③米飯・チルド等のデイリー商品について再販売価格を拘束したこと
が不法行為に当たる、④仕入先からの仕入代金に一定金額を上乗せした金額を
原告から取得したことが不当利得に当たると主張し、上記債務不履行及び不法
行為に基づく損害賠償請求並びに不当利得に基づく返還請求として、合計2638
万6682円及びこれに対する民法所定の年 5分の割合による遅延損害金の支払
を求めたものである。
　福岡地裁は、②説明義務違反の一部及び③の再販売価格拘束（一般指定13項
（現12項）該当）による不法行為についての原告の主張を認め、220万円の損害
賠償を被告に命じている（13）。
　争点のうち、②説明義務違反について原告は 5つの点について被告セブンイ
レブンが説明義務を負っていたと主張した。（ⅰ）被告方式において、ロイヤル
ティ算定の基礎から廃棄ロスや棚卸ロスの各原価を控除することが許されてい
ないこと。（ⅱ）その結果、廃棄ロスや棚卸ロスが発生した場合に、加盟店の最
終利益がどのような影響を受けるのかについての具体的な説明。（ⅲ）被告参加
の加盟店における廃棄ロスや棚卸ロスの平均量の提示。（ⅳ）縮小均衡や機会ロ
スの危険性の理解と同時に、仕入れ量の調整を図ることが重要である旨の説明。
（ⅴ）単品管理の理解と実践と同時に、見切り販売をする方策の提示とそれが禁
じられていないことの積極的な説明。このうち、裁判所は（ⅰ）の説明義務の
存在及び義務違反のみ認め、（ⅱ）ないし（ⅴ）についてはその説明義務が被告
にあったことを認めなかった。
　（ⅰ）について、原告は前記不法行為事件における被上告人と同様に、本部か
ら「売上高から売上商品原価を差し引いた売上総利益にチャージ率を乗じて
チャージを算定する旨の説明」をうけるにとどまっていることが認定されてい
る。また、契約締結後のスクールトレーニングや担当者の訪問の際にも「明確
な説明」をうけたことはなかったと認定されている。被告側の主張として、「営
業費には、棚卸ロス、不良品（廃棄ロス）各原価がそれぞれ含まれる」ことを

（13）被告が原告に対して値下げをやめるように指導した行為が、拘束条件付き取引
（原告は再販売価格維持行為(旧一般指定12項)に該当すると主張したが、裁判所
は13項（現12項）該当を原告が主張していると解して判断を行っている）に該
当すると判断した点は、独占禁止法上非常に重要であるが、この点については
別稿で検討を行いたいと考えている。
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説明しており、棚卸ロス及び廃棄ロスを売上原価及び営業費として二重に計上
することは、経費の二重計上となり税務会計上･企業会計上許されないことで
ありそれは一般常識であるから、説明義務は果たされていると述べたが、これ
に対し、裁判所は「一般的に、一般人はおろか、小売店を経営するものが企業
会計の基本といえども正確に理解しているということはできず、原告において
これを理解していたこともうかがえない」ことから、間接的な説明をしただけ
では説明義務を免れない、と判断している（14）。このように契約中に明確な定義
規定がない中で間接的な説明しか行わないことについての評価は、前記不法行
為事件最高裁判決の補足意見における指摘と共通していると思われる。
　（ⅱ）及び（ⅳ）について裁判所は、（ⅰ）の算定方法が明確に説明されていたと
すれば、原告は説明を受けるまでもなく理解できたことであるとして、説明義
務の存在を否定している。また（ⅲ）については、チャージの算定方法とは直接
関係がなく、また、一般的に経営判断をするにあたり重要な事項であるとまで
認めることはいい難いとして、その説明義務を否定している。（ⅴ）については、
被告から説明を受けなければ原告が理解できない性質の事柄ではないとして説
明義務の存在を否定している。
　
Ⅳ　情報提供の適切性・十分性と独占禁止法
１　ぎまん的顧客誘引（一般指定 8項）
　本部による情報提供の適切性・十分性との関係では、ぎまん的顧客誘引（一
般指定 8項）が問題となり得る。一般指定 8項は、「自己の供給する商品又は
役務の内容又は取引条件その他これらの取引に関する事項について、実際のも
の又は競争者に係るものよりも著しく優良又は有利であると顧客に誤認させる
ことにより、競争者の顧客を自己と取引するように不当に誘引すること」と規
定している。自らの扱う商品・役務を宣伝・広告する際には、長所についてあ

（14）不法行為事件最高裁判決では、「フランチャイズ契約を締結しようとする者は、
当該フランチャイズシステムにおいて採用されている会計処理に関心を有する
べきである」という規範的評価を前提として解釈を行っておりこれを妥当とす
る指摘がある（舩津・前掲注（9））。これに対して、契約書の文言の解釈はフラ
ンチャイジーとなろうとする者が通常理解する意味内容のものとして解釈すべ
きとする原審の規範的解釈を支持するものがある（木村・前掲注（9））。
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る程度の強調がなされることは一般的であるが、これを超えて顧客の判断をゆ
がめることとなる場合には問題となる。
　公正な競争とは、価格や品質をめぐって行われる能率競争であるべきであり、
ぎまん的な顧客の勧誘が行われる場合には顧客が価格や品質を正しく認識し得
ないことから顧客の主体的かつ合理的な選択がゆがめられるため、能率競争の
前提が損なわれると考えられており、その意味で手段そのものが不当であると
考えられている（15）。
　同項は「著しく優良又は有利であると顧客に誤認させる」と規定するが、こ
こで言う「著しく」とは、誇張の程度が甚だしいことを意味するのではなく、「誇
張・誇大の程度が社会一般に許容されている程度を超えていること」を言うと
される（16）。
　一般指定 8項における誤認させられる対象は「顧客」であり、事業者だけで
なく一般消費者もこれに含まれるが、一般消費者が対象の場合には通常景品表
示法が適用されている。コンビニの加盟店として勧誘する場合には、「事業者
として」勧誘するものとして一般指定 8項が適用される。事業者が対象の場合
には、事業者同士の取引となり、相手方が消費者である場合と比較してその不
当性が厳しい基準で判断される。その理由として、事業者の場合は一般消費者
と異なり、事業としてある程度継続して取引を行っていること、また商品の内
容や取引条件の有利・不利についても合理的な判断を行う能力を有しているこ
とから、この点を考慮に入れて行為の不当性＝公正競争阻害性を判断すべきで
あるとされる（17）。ただし、コンビニ・フランチャイズ契約は、事業経験のない
ものを主として勧誘するという特徴を持っている。その場合には、一般消費者
に対する場合と同じように厳格に規制すべきである（18）。
　公正取引委員会の「フランチャイズガイドライン」（19）においては、重要な事
項について、十分な開示を行わず、又は虚偽若しくは誇大な開示を行い、これ

（15）根岸哲編『注釈独占禁止法』有斐閣（2009）412頁。
（16）カンキョー審決取消請求事件（東京高判平成14･6･7審決集49巻579頁）。
（17）金井貴嗣・川濵昇・泉水文雄編『独占禁止法（第 3版）』弘文堂（2010）106頁。
（18）根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説（第 4版）』有斐閣（2010）243頁、金井他・

前掲注（17）107頁。
（19）公取委「フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方について」

平成14･4･24（最終改訂平成23･6･23）
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らにより、実際のフランチャイズ・システムの内容よりも著しく優良又は有利
であると誤認させ、競争者の顧客を自己と取引するように不当に誘引する場合
には、ぎまん的顧客誘引に該当するとされており、重要な事項の一つとして、「加
盟後、本部の商標、商号等の使用、経営指導等の対価として加盟者が本部に定
期的に支払う金銭の額、算定方法、徴収の時期、徴収の方法」が挙げられてい
る。より具体的には、ぎまん的顧客誘引に該当し得るかどうかを判断するため
に総合考慮する事項が例示されており、そのうちの一つとして「必要な説明を
行わないことにより、ロイヤルティが実際よりも低い金額であるかのように開
示していないか。例えば、売上総利益には廃棄した商品や陳列中紛失等した商
品の原価（以下「廃棄ロス原価」という。）が含まれると定義した上で、当該売
上総利益に一定率を乗じた額をロイヤルティとする場合、売上総利益の定義に
ついて十分な開示を行っているか、又は定義と異なる説明をしていないか。」が
挙げられている。
２　フランチャイズに関してぎまん的顧客誘引が主張された事例　
　フランチャイズとの関係で、一般指定 8項に該当し独占禁止法19条に違反す
ると主張された事例はいくつかあるが、多くは売上予測との関連である。千葉
ローソン事件（20）は、過大な売り上げ予測を示した事例である。この事件では、
複数の原告のうちある原告について、本部は売上予測を行う際に、売上高が減
少していたにもかかわらずそれを考慮せずに前年度平均売上高を採用して売上
予測の値を算出した。また、ロイヤルティの基礎となる売上総利益（＝値入高）
に廃棄ロス・棚卸しロスを加えずこれによりロイヤルティの額を低く提示して
いた。裁判所は、本部の従業員はあくまでも予測を示したのであって、一定の
利益を保証することを約したとまでは認められないから、ＹがＸに本件契約へ
の加入を勧誘するに当たり、「虚偽または誇大な情報提供」を行ったとまでは
認められないため、一般指定 8項に該当しないと判断している。
  このように千葉地裁は、フランチャイズガイドラインに依拠し「虚偽又は誇
大な情報提供」がなされることが必要であるとし、「利益の保証を約していな
い」のでこれには該当しないと結論づけている。「顧客に誤認させること」が
あれば当該顧客の主体的かつ合理的な選択は歪むこととなるが、利益を保証す

（20）千葉地判平成13年7月5日　判例時報1778号98頁。
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る場合はもちろん保証するに至らなくても誤認を招く場合はあり得る。判決は、
説明義務違反を認めた部分において、売上の予想値が単なる目標値であったこ
とや、見切りロス・棚卸ロスを加えずにロイヤルティの額を提示するなど本部
の行為を認めており、だとすれば、虚偽にはあたらないまでも「誇大」な情報
提供であったと言えるし（21）、また利益「保証」はなされなかったとしても後述
する「重要な事項」について「十分な開示を行わなかった」と言える。また、
この判決では、不法行為責任・契約締結上の責任を認めた部分において、当該
個別の店舗の売上予測値が県内の平均値よりも低かったにもかかわらずこれを
本部が開示せず、単に県内の平均値を述べることにより、加盟希望者が自らも
その平均に「近い売上を達成できるものと期待するのが自然」であると判断し
ている。そうであるならば、そのような不十分または誇大な情報開示により相
手方を「誤認させ」ていると言え、ぎまん的顧客誘引に該当すると考えられる
事例であった。
　サークルＫ事件（22）は、算出した売上予測を開示せず、平均日商のみを示し
た事例である。この事件においてサークルＫ本部は、加盟希望者に対し石川県
内の平均日商が50万であると開示していたが、当該希望者が経営を行う予定の
店舗の日商売上予測値は、32万5000円と算出していたにもかかわらず、これを
開示しなかったものである。さらに平均日商売上予測値の算出も、かなり甘い
見通しで行われていた。裁判所は、まず信義則上の情報提供義務について以下
のように述べる。本件店舗の売り上げ予測に関する情報は、重要な資料となる
と言うべきものであり、仮に本部の社員が加盟希望者に対して日商50万円の売
り上げを保証すると述べていなくても、加盟希望者が「本件店舗に関する個別
的な売り上げ予測値を告げられず、単に石川県内の既存店舗の平均日商が50万
円であるという説明を受けた場合には、被告会社のフランチャイズに加盟し本
件店舗を経営すれば、開業後近い将来には自らも50万円に近い売り上げを達成
できるものと期待するのが自然」である。このように述べて、裁判所は不法行
為責任及び契約締結上の過失責任を認めたが、独占禁止法違反は認めなかった。

（21）山本晃正「ローソン事件千葉地裁判決批判」静岡大学法政研究 6巻3･4号（2002）
570頁。

（22）名古屋地判平成13年5月18日判時1774号108頁。
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その理由としては以下のように述べている。「ＹがＸに本件契約を締結するよ
うに勧誘するに際し、日商売上予測値を開示しなかったものの、本件に現れた
全ての事情を考慮しても、被告会社が実際のものよりも著しく優良又は有利で
あるとＸに誤認させ、自己と取り引きするように不当に誘引したと認めるに足
りる証拠はない。」このように、信義則上の情報提供義務に関する判断におい
ては、当該店舗の売上予測に関する情報を「重要な資料」となると位置づけて
いる一方で、その重要事項を適切に開示しなかったにもかかわらず本部が当該
契約を「著しく優良又は有利であると誤認させた」とは認められないとしてお
り、重要な情報を開示せず、個別店舗の売り上げとはかけ離れた売り上げを告
げたことにより、相手方が実際の予測よりも高い売り上げを期待しただけでは
十分でなくより高度の詐術が使用されることを求めているようにも思われる。
３　重要事項の非表示
　取引に関する情報を開示しないことはそれ自体で常に問題となるわけではな
い（23）。しかしながら、重要な事実を示さないことは、場合によりぎまん的顧客
誘引・不当表示に該当し得ると考えられる（24）。重要な事実であるか即断できな
い場合も多いと考えら得るが、景品表示法については、開示された事項などと
総合した場合に誤認させるおそれがあるような場合、その事項が開示されたと
すれば取引をするかどうかの判断に重要な影響を及ぼすものである場合には、
不当表示に該当すると説明されている（25）。
　重要事項を開示しなかったことにより不当表示となった事例はいくつかある
が、九州ニチイ事件はその一例である（26）。これらは景品表示法 4条違反とされ
た事例であるが、同条の実体法上の内容は一般指定 8項と重なっている。九州
ニチイは、昭和63年 6月「お買い得　ピアノ　エレクトーン　掘り出し市」と
記載したビラ約 5万枚を新聞販売店を通じ新聞に折り込み福岡県の購読者で
ある一般消費者に配布した。九州ニチイは、当該ビラに掲げる商品の中に中古
品が含まれているにもかかわらず、見出し又は説明文等のいずれにもその旨を
記載していなかった。一般に消費者は中古品と特に明示しない限り新品と理解

（23）笠原宏『景品表示法（第 2版） 』商事法務（2010）49頁。
（24）今村成和編『注解経済法（上）』青林書院（1985）202頁。
（25）川井克倭・地頭所五男『Ｑ＆Ａ景品表示法（改訂版第 2版）』青林書院（2007）。
（26）公取委排除命令平成元・3・1排除命令集17巻21頁。
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するのが通常であること、 1枚のビラに新品と中古品とをその旨明示しないで
混在表示することは通常行われないこと等から、著しく優良であると一般消費
者に誤認されるものであり景品表示法 4条 1号（当時）に違反すると判断さ
れている。日本交通公社事件（27）では、北欧へオーロラを見に行く旅行ツアー
の広告が問題とされた。同事件において、日本交通公社は、広告において主催
旅行について、「沈まない太陽を訪ねるラップランドでの 1日のフィナーレは、
ホテル近くの丘陵地より望むミッドナイトサン（白夜）です。」等と記載する
ことにより、あたかもこの主催旅行が実施される期間はいつでもイヴァロにお
いて「沈まない太陽」を見ることができるかのように表示しているが、実際に
は、イヴァロにおける「沈まない太陽」は旅行サービスを提供していた期間の
うち一部の期間にのみ見ることができる現象であり、そのことについての記述
はなかった。また、三和総合住宅事件（28）においては、土地付き住宅の宣伝ビ
ラにおいて、その土地面積を「土地58･98㎡」とのみ記載し、すべてが占有利
用しているかのような表示をしているが、実際には当該土地面積のうち9･5㎡
は私道に供されていること、本件土地付き住宅は、建築基準法により新築・改
築・増築等ができないにもかかわらず、これを何ら記載していなかったこと等
が、景品表示法 4条 1号に違反するとされている。
　上記の事例において開示されなかった情報は、その事項が開示されたとすれ
ば通常取引を行わない場合であるとは必ずしも言えない。中古であると表示さ
れても購入する消費者はいるかもしれないし、オーロラが見られなくても北欧
に行きたいという消費者はいるかもしれない。しかしながら、いずれも通常の
消費者が商品・サービスを選択するに際しその判断に重要な影響を及ぼす事項
であることは確かであり、その意味で上記見解の述べる「重要な事項」である
とは言えるであろう。このような場合には、その情報の非開示は不当表示であ
ると判断されると考えられる。
　上記のように、重要な情報の非開示が場合によっては景品表示法に違反する
と考える見解がある一方で、「表示すること」が要件とされる景品表示法 4条

（27）公取委排除命令平成3・11・21審決集38巻 3 頁。
（28）公取委排除命令昭和57･11･30排除命令集14巻29頁。
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の解釈についての消費者庁担当官の解説（29）によれば、「表示という行為には当
たらない不表示は、一般的には景品表示法の規制対象ではないといわざるを得
ない」とされており、情報の非開示への同法の適用に対して慎重な立場もあり
得る。しかしながら、景品表示法 4条とは異なり、一般指定 8項は顧客を不当
に誘引する手段については限定がなされていない。ホリデーマジック事件（公
取委勧告審決昭和50･6･13審決集22巻11頁）においては、マルチ商法につき、
加盟者の数に限りがあることから加盟が遅れれば新たな加盟者の勧誘が困難に
なることについて述べず、照明や音楽などで雰囲気を盛り上げ客観的な判断を
困難にして契約を行わせていた。当該事件は、現行の一般指定 8～10項をまと
めて規定していた昭和28年の旧一般指定 6項に該当するとされており、現行の
一般指定 9項に該当する事例であるが、当該勧誘方法は一般指定 8項に該当す
ると考えられている（30）。従って、開示されていれば取引の相手方の判断に重要
な影響を及ぼすような情報の非開示については、それが商品又は役務について
著しく優良または有利であるとの誤認を顧客に生じせしめ、当該誤認がなけれ
ば誘引されることはなかったであろうことが客観的に認識されるのであれば、
一般指定 8項に該当し得ると考えられる。
４　ロイヤルティ算出方法に関する情報開示
　重要な情報の非開示が他の状況と併せて判断した場合に一般指定 8項のぎ
まん的顧客誘引に該当し得るならば、ロイヤルティ算出方法についての情報を
加盟希望者に対して「直接的に」開示しないことは問題となろう。新たにコン
ビニチェーンに加盟しようとする者にとっては、そのコンビニを営業してどの
程度の収益があがるのかは最も関心のある情報であり、その収益を左右する
大きな要因の 1つがロイヤルティの額である。上記福岡地裁判決においても、
「（ロイヤルティの）算定方法は、加盟店がフランチャイズ店の経営によってど
の程度の利益を得られるかを予測し、加盟店基本契約を締結すべきか否かや、
フランチャイズ店をどのように経営するかを的確に判断するために重要な事項
といえる」と述べられている。
　同事件においては、契約中に「売上総利益」の定義はなかったが、付属明細

（29）笠原・前掲注（23）49頁。
（30）根岸・舟田・前掲注（17）245頁。
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書や委託運営中閲覧可能であるマニュアルからは「売上総利益」に廃棄ロス・
棚卸ロス分が含まれることは記述されていたのであり、また「間接的」な説明
もされていたのであるから、開示された事項などと総合した場合に、誤認させ
るおそれがあるような場合には当たらないという反論もあり得よう。しかしな
がら、「著しく優良・有利であると誤認させる」かどうかの判断は、前述のよ
うに説明者側事業者の観点からなされるのではなく、取引相手方一般の状況に
照らしてなされるべきである。一般的に事業経験のない加盟希望者が、「売上
から純売上原価を引いた額が売上総利益」となりそれに一定率のロイヤルティ
がかかるとのみロイヤルティ算定について説明を受けた場合、その「売上総利
益」が一般の企業会計で使用されている用語と異なる特殊なものであると理解
することは困難である。福岡地裁判決では「一般的に、一般人はおろか、小売
店を経営するものが企業会計の基本といえども正確に理解しているということ
はでき（ない）」と述べられており、このような加盟希望者を前提とすれば、「間
接的」な説明があれば誤認させるおそれがなくなるとは考えられない。また、
具体的に算定方法が記載されているマニュアルは、福岡事件の場合、契約締結
後に初めて閲覧可能となるものであったことが認定されている。そのような状
況を前提とすれば、間接的な説明と総合して一般的な加盟希望者に誤認させる
こととはならないとは言えないと考えられる。
　なお、かつて米国においてセブンイレブンを展開していたサウスランド社の
契約書では「売上原価」を特殊な意味で用いることについての定義規定がある
が、現行契約書ではそのような定義規定がないことについて、上記不当利得返
還請求事件において被上告人（加盟店）側から主張されている。被上告人によ
れば、現行契約書の形になるまで①米国契約書(定義規定あり）→②旧契約書（定
義規定あり・加盟店に交付せず）→③現行契約書(定義規定なし・加盟店に交付)
という過程を辿っており、加盟店に契約締結まで開示していなかった旧契約書
から加盟店に事前に交付すべき契約書に改訂した際に、定義規定がはずされて
いることがわかる。このことからチャージ算出方法が、「明示の定義規定なし
では全くなしえないことを完全に認識しつつも・・契約条項からあえて外して
特殊な会計上のカラクリを加盟店オーナー達に気づかれないように」したとい
う被上告人の主張も一定の説得力あるものである。
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Ⅴ　結びに変えて
　本稿では、コンビニ・フランチャイズにおける情報開示の問題について、特
にロイヤルティ算定方法についての情報開示を手がかりに検討してきた。この
問題については以前から問題であると指摘されていたものの、コンビニの場合
には商品の発注から販売、ロイヤルティの算定まで、すべて本部の提供する
POSシステムを通じて行われることから、（このシステム自体は事業経験のな
い者でも容易に店舗経営ができるための重要なツールではあるが）多くの加盟
店側に問題の存在自体、すなわちロイヤルティの算定の基礎となる売上総利益
に廃棄ロス・棚卸ロスが含まれていること自体が認識されずにいた（31）。
　近年、このロイヤルティ算定方法をめぐる問題について訴訟が提起されるよ
うになり、事前にロイヤルティ算定方法について適切に説明を行わなかったこ
とが、信義則上の説明義務違反に当たるとの判断が見られるようになってきた。
この行為は、同時に独占禁止法上も問題となり得ることについて本稿では指摘
を行った。
　フランチャイズ事業は、本部にとっては優れたフォーマットがあれば限られ
た資本で多くの店舗展開が可能となる事業であり、また、加盟店にとっては、
自ら経営知識や技術を有していなくても本部の指導の下、独立した事業者とし
て経営をすることが可能である点で優れていると評価される。通常、加盟店は
本部の統一的商標の下に、店舗の体裁などについても統一する必要性から、多
くの投資が必要であり、一たび契約を行うと、事業をやめることは簡単には行
い得ない。このようなフランチャイズ事業においては、加盟希望者に対する事
前の適切な情報開示が非常に重要である。それも、単に開示をするというので
はなく、一般的な希望者側の観点から理解し得る形での開示が必要である。し
かしながら、単に本部の商品を販売するというフランチャイズとは異なり、コ
ンビニのようなビジネスフォーマット型のフランチャイズ事業においては、そ
もそも契約書自体がそれなりの分量のものであり、それに加えて非常に大部の
付属明細書等が交付されることになる。コンビニの場合には、経営経験のない
個人に対して加盟の勧誘が行われることが多く、付属明細書等も含めて契約締
結前にすべての重要事項について理解を十分得ることは困難である。

（31）本間編・前掲注（4）167頁。
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　このような認識の下に、米国においては、FTC法 5条に基づくフランチャ
イズ規則によりフランチャイズの本部が提供すべき情報が、その提供方法も含
めて非常に詳細に定められており（32）、その規定に反する情報提供を本部が行っ
た場合には、FTC法 5条違反とされることとなる（33）。
　前述のように日本においても中小小売商業振興法において一定の開示義務は
本部に課されているが、それはFTCフランチャイズ規則と比較して詳細さの
点では問題があると考えられる。自主的な取り組みとして、フランチャイズ本
部側の事業者団体である（社）日本フランチャイズチェーン協会が自主的に開
示すべき情報を一定程度詳細に定めており、加盟希望者にとってこの情報は大
きな手がかりとなるであろう（34）。上記のように、加盟希望者がフランチャイズ
システムの内容及びその契約内容を契約締結前に十分に理解した上で契約を締
結することは、加盟希望者にとって重要なことであり、同時に加盟後のトラブ
ルを減少させるという意味では本部にとっても重要なことであろう。コンビニ
を始めとするフランチャイズは情報開示の問題は、フランチャイズの新規立ち
上げ時に多くの加盟店を早期に集めることが求められるために問題となりやす
いと考えられ、だとするとこれはあくまでも過渡期の問題であって今後は減少
するとも思われる。しかしながら、どのようなフランチャイズ形態をとるにせ
よ、フランチャイズ本部が一定程度の収益を上げるためには継続的に加盟店と
なるよう新規に勧誘する必要が継続的に生じる。現在のようにわが国の経済状
況が停滞し続ける中で、一定額の投資を必要とする加盟店の勧誘は必ずしも容
易ではないと思われる。そのような状況では不利な情報をなるべく開示しない
というインセンティブも場合によっては働くと考えられ、であるとすれば情報
開示の問題は単に過渡期の問題にとどまらず、きわめて今日的な問題であると
考えられる。

（32）16 CFR 436, as amended, 72 FR 15444（Mar.30, 2007）.
（33）米国FTCによるフランチャイズ規則については拙稿「米国におけるフランチャ

イズに関する事前情報開示について～改正FTC規則の検討～」駒澤法曹 4号
（2008）45頁参照。

（34）現在、本サイトに公開されたセブンイレブンの事前開示書面においては、ロイ
ヤリティ算定の基礎となる「売上総利益」は「月間売上高から、月間売上商品
原価（商品の総売上原価から品減り・不良品各原価および仕入値引金を差し引
いた純売上原価）を差引いたもの」であると述べられている。
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　取引の相手方が取引の内容を正確に把握した上で、主体的かつ合理的な選択
を行うことは、フランチャイズ（あるいはコンビニ）という取引分野において
能率競争が機能するために必要な前提である。今後さらに提供される情報が充
実し、また、提供方法も改善されることが望まれる。

＊本稿は、平成22-24年度日本学術振興会科学研究費基盤研究Ｃによる研究成
果の一部である。


